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沖縄の米海兵隊普天間基地の県内移設の日米合意の撤回を求める意見書 

 

 

 政府は、５月２８日、「国外、最低でも県外」という公約を破り、沖縄の米軍

普天間基地の移設先を沖縄県名護市辺野古にすることを明記した「日米合意」を

共同発表した。 

 公約を破り、「抑止力」の名で、県内移設反対という沖縄県民の総意よりも米

国政府の意向を最優先して新基地を押しつける「日米合意」に対し、沖縄県民の

怒りは、頂点に達している。この問題で、沖縄県民だけでなく本土も含め国民的

な怒りに包囲された鳩山前首相が退陣に追い込まれたにもかかわらず、そのこと

への反省と自覚がなく、新内閣がこの「日米合意」を推進する立場を表明したこ

とは、極めて重大である。 

 沖縄県民は、普天間基地の県内移設に反対し、無条件撤去を要求している。県

内移設に絶対反対との総意は、沖縄県の知事、全党派の県議会議員、県内の市町

村議会議員を含め約９万人が参加した４月２５日の県民大会、沖縄県議会の決議

、全市町村長の反対表明、マスコミの世論調査などで明確である。 

 日米共同発表は、「二国間及び単独の訓練を含め、米軍の活動の沖縄県外への

移転を拡充する」とし、訓練の移転先に「徳之島」を明記し、「日本本土の自衛

隊の施設・区域も活用する」としており、米軍の危険な訓練を全国に拡散するこ

となど、自民党・公明党の政権による元の案にはない計画も盛り込まれた。沖縄

に次いで米軍基地が集中し、自衛隊基地も多い神奈川県の自治体として無視でき

ない危険な内容である。 

 よって、国におかれては、「日米合意」を撤回されるよう強く要望するもので

ある。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 
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